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２Ａ２１ 

コンソーシアム型による実用化技術の研究開発プロジェクトに関するネット

ワーク分析 

 

 
○野間口 隆郎（和歌山大学） 

山崎 晃（千葉工業大学） 

林田 英樹（大阪大学） 

舩島 洋紀（神戸大学） 

高橋 雅和（山口大学） 

 
1． はじめに 

チェスブロウ（2007）は、オープン・イノベーションを、内部のイノベーションを加速し、イノベー

ション の外部利用市場を拡大するための意図的なナレッジの流入・流出であるとし、自社ビジネスを

オープンにすることが求められるとした。その意味ではコンソーシアム型研究開発もオープン・イノベ

ーションの考え方を取り入れることを検討する必要がある。経済産業省（2014）によると、オープン・

イノベーションを適切に進めることができれば、企業の競争力を高めることになるが、我が国において

は、多くの企業がいまだに自前主義に固執しており、このような傾向が続いた場合、我が国産業におけ

る国際競争力の低下も危惧されるとする。そのためコンソーシアム型研究開発が「橋渡し役」の役割を

担うことを提言する。そして、複数の企業組織のコンソーシアム型で行う実用技術の研究開発プロジェ

クトにおいて、それぞれ独立した価値観と思惑を持つ組織がバリューチェーンを構築する。そのため、

それらのプロジェクトのバリューチェーンはネットワーク型の構造となる。理想的にはバランスのとれ

た負担に基づくコンソーシアム型研究開発プロジェクトの場合ではネットワークの特定の企業組織に

負担を集中すると種々の課題が発生すると考えられる。最終的に実用化されたプロジェクト成果として

の技術を残す場合と、技術が実用化にはいたらない場合がある。それらの実用化における結果を分ける

条件のひとつにはスター型をとらないことが条件であると仮説設定し、その検証をこころみるためネッ

トワーク分析をおこなった。 
 
2． 先行研究 

加藤ら（2014）は、NEDO が実施したプロジェクト評価のための企業への追跡調査結果を利用してコン

ソーシアム型の国プロにおける多様な研究開発体制が，参加企業の上市・製品化にどのような影響を及

ぼしているか，定量分析した。材料分野とライフサイエンス分野を対象に研究開発体制の形成プロセス

を含めた分析を進めることにより，川下との垂直連携が上市・製品化に有効であり，垂直連携の有効性

を高めるためには，連携企業間で連携する技術の位置付けや参加動機をマッチさせる必要があること，

水平連携は，上市・製品化に対してネガティブな効果をもつことなどを明らかにしている。 

イアンシティ＆レヴィーン(2004)は、いまや、自社単独で実現できるイノベーションは皆無に近く、

外部企業との共生関係を通して競争優位性の源泉となるリソースを組み合わせ、イノベーション創出を

図らざるをえないとする。そして、そのような複数の産業の境界線が融合しあい、多種多様な企業が協

調と競争を繰り返す混沌とした事業環境のなかで、それぞれが共生しあう関係性をベースにしたビジネ

ス・インフラの体系をビジネス生態系とした。その上で企業の競争優位性の源泉を、いわゆるビジネス

生態系全体の中から位置づけていくキーストーン戦略を提唱する。そして、ビジネス生態系の中の参加

者を以下の 4種類に分類している。 

 キーストーン 

生態系におけるハブ機能を果たす。生態系全体の健全性を促進するよう努め、その結果として自社の持

続的なパフォーマンスも高める。キーストーン企業は、生態系の参加者が利用できるプラットフォーム

やサービスを構築して、生態系内の企業間の協業を促進するところにある。また、生態系での価値創出

を促す一方、そこで生まれた価値を他のメンバーと共有する。 

 ドミネーター（モノの独占者） 

ドミネーターは垂直的あるいは水平的に生態系の大部分を統合してコントロールし、価値創出活動の大

2A21.pdf



― 381―

半を単独で行う。また、生態系内で生まれた価値の大半を自社のみで独占する。 

 ハブの領主(価値の独占者) 

価値創出はネットワークの他のメンバーに依存しているにもかかわらず、価値の大半を自社のみで独占

して価値を横奪する。 

 ニッチ・プレイヤー 

個々には小規模な存在ではあるが、生態系の構成員数の割合からみると圧倒的に多い。それぞれが特殊

な能力を持ち、ハブ企業に依存しながら生態系の他のメンバーと連携し価値創出を促す。キーストーン

の提供するプラットフォームを利用しながら、絶えず自己革新を続け、生態系のイノベーション能力を

維持する。 

優れた企業は長期戦略としてはハブの領主はもちろん、ドミネーターをも回避し、キーストーンかニ

ッチ・プレイヤーの戦略を選択するべきである。なぜなら、ハブの領主はもちろん、ドミネーターも全

てのリソースや機能・利益を保有しようとすることから短期的には成功しているように見えることもあ

るが、持続的な成長は見込めないからである。それには理由がある。ドミネーターはリソースや機能を

自社で保有し生態系をコントロールすることから、生態系内の多様性を減少させイノベーションの創出

を妨げてしまう。また、生態系全体が閉鎖的になることから、変化の激しい予測困難な現代の事業環境

に適応できない。さらに、ドミネーターもハブの領主も価値を独占しようとするため、参加者達は不満

を抱き他のハブ企業に移動するため生態系の存続自体が危うくなる。 

 ビジネス生態系の理論に背景には、複雑系ネットワーク理論がある。現実世界に存在するネットワー

クは多様であり、巨大で複雑な構造を有しているが、一定の共通する性質を見出すことができる。それ

らの性質は「スケールフリー性」、「スモールワールド性」、「クラスター性」などがある。従来、こうし

た社会的ネットワークの性質は主に社会学の研究対象となってきたが、現実世界のネットワークに近い

ような性質を持つネットワークモデルを、極めて単純なアルゴリズムで生成することができる。これら

の研究以降に、現実世界のネットワークが持つ性質への関心が高まり、宇宙、気象、インターネット、

食物連鎖、さらには生態系、人間社会、経済、株価などといったあらゆるネットワークにおいて共通の

性質が発見されている。 

本研究では、キーストーン戦略における、ハブの領主およびドミネーターが存在するコンソーシアム

プロジェクトは、それらがハブとなったスター型バリューチェーンを形成すると想定する。その上で仮

説として、スター型ネットワーク型バリューチェーンに基づくコンソーシアムプロジェクトの成果に課

題があることを検証するため。ノード数４の複数コンソーシアム型プロジェクトのバリューチェーンを

ネットワーク分析し、その結果の比較を次章でこころみる。 

 

３．考察 

前章で設定した、仮説「スター型ネットワーク型バリューチェーンに基づくコンソーシアムプロジェ

クトの成果に課題がある」を検証するため、平成 23 年度から平成 27 年度の間に NEDO による追跡調査

が行われたコンソーシアム型の研究開発プロジェクトのうち、ノード数４を有する６つのプロジェクト

を対象としてネットワーク分析をおこなった。なお本研究は、「NEDO プロジェクトの効果測定及びマネ

ジメントに関する研究（平成 28 年度募集）」の一環として実施するものであり、NEDO からの提供データ

のうち、詳細上市調査及び詳細中止調査の結果を利用した。６つの対象プロジェクトのうち、最終的な

成果を上市にこぎつけた数は４（Pj1 から Pj4）であり、上市にいたる前に中止となった数は２（Pj5 と

Pj6）である。ノード数４を選択したのは、ノード数３ではネットワークとは言えず、ノード数５以上

では２から３のプロジェクトしか抽出できず、上市と中止を複数比較できないためである。また、ネッ

トワーク分析の性質上ノード数の異なるプロジェクト間を比較する場合、指標を算出する数式の中にノ

ード数が含まれるため厳密に比較できない。また異なるノード数のネットワークを比較するため標準化

指標の算出式が開発されているが、これもノード数を使った標準化である。そのためノード数の同じネ

ットワークを持つプロジェクトを抽出した。通常コンソーシアム型研究開発プロジェクトはオブザーバ

ー的な大学教員などがプロジェクトリーダーを務めることが多いが、実作業全てに精通することは難し

く、プロジェクトリーダーにプロジェクト全体の情報伝達の負荷をかけることはできない、もしくは、

情報伝達の負担を期待することは困難な場合が多いと考えられる。[NEDO1]そのため研究開発の仕様に

関する情報伝達は、モノづくりのバリューチェーンのネットワークを経由するとみるべきである。分析

対象としたコンソーシアム型プロジェクトでは、その参加企業がバリューチェーン上の川上であるか、

川中であるか、川下であるか、最終的な製品の評価サポートであるか、装置製造であるかという役割分

2A21.pdf :2



― 382―

担の情報がアンケートから読み取ることができるため、それを元にバリューチェーン・ネットワークを

抽出した。それが以下図１である。 

 

図１ コンソーシアム型研究開発プロジェクトのバリューチェーン・ネットワーク 

プロジェクト１     プロジェクト２      プロジェクト３ 

 
プロジェクト４   プロジェクト５   プロジェクト６ 

 
そして、上記のバリューチェーン・ネットワークを隣接行列にすると以下の図２となる。 
 

図２ 各プロジェクトの隣接行列 

プロジェクト１     プロジェクト２      プロジェクト３ 

   
プロジェクト４   プロジェクト５   プロジェクト６ 

     
 
上記の隣接行列によりネットワーク分析をおこなった。分析項目は距離、中心性、中心化傾向、ボナチ

ッチ中心性、ユークリッドの距離、相関係数である。ネットワーク分析ツールは Simple Network Analysis 

Tool Ver1.0.3.4 である。その結果が以下の表１から表６である。 

 
表１ 距離 

 
表２ 中心性 

 
表３ 中心化傾向 
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表４ ボナチッチ中心性 

 
表５ ユークリッド距離 

 
表６ 相関係数 

 
 

そして、上記の分析をまとめると以下の表７になる。 

表７ ネットワーク分析結果比較まとめ 

 
 

４．結論 

 本研究が設定した仮説「スター型ネットワーク型バリューチェーンに基づくコンソーシアムプロジェ

クトの成果に課題がある」を検証するため、ネットワーク分析をおこなったところ、上市を中止したプ

ロジェクトはスター型であった。そのため、中止 PJ の方が中心性の偏りよりが高いため、１つの組織

に中心がかたより、他は指示待ちの可能性がある。また、1つのノードに情報伝達の役割の負荷が高い。 

１つのノードが他のノードの関係を邪魔することができるなどのスター型のデメリットが影響してい

る可能性が示唆された。これはキーストーン戦略論におけるドミネーター、ハブの領主がイノベーショ

ン創出を阻害する条件となることを支持する結果となった。 
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